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Q１ 横浜市住宅修繕緊急支援事業補助金とは 

A１ 令和元年度台風第 15 号等によって被災された住宅について、屋根補修等の耐震性の向上等

に資する補修工事をする方に、横浜市が費用の一部を支援する制度です。 

 

Q２ 補助の対象となる住宅は 

A２ 令和元年台風第 15 号により被災した住宅で、市が交付した罹災証明書における被害の程度

が半壊又は一部損壊の住宅が対象です。また台風第 19 号で被害が明らかになった住宅も、

台風第 15 号の風による一連の被害と考えられるため、対象となります。 

 

Q３ 半壊・一部損壊とは 

A３ 住家（※）の被害の程度については、国で被害認定基準を定めています。住家の屋根、壁等

の経済的被害の全体に占める割合（＝損害割合）に基づき、市町村が被害の程度を認定します。

一般的には、「全壊」、「大規模半壊」、「半壊」及び「一部損壊」の４区分で認定を行います。 

「半壊」とは、住家が大きく損壊したが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、

居住のための基本的機能の一部を喪失した場合を指します。具体的には、地震、水害、風害の

場合、原則では、住家の主要な構成要素の経済的被害の住家全体に占める損害割合が 20％以上

40％未満のものとされています。 

「一部損壊」とは、半壊に至らない程度の住家の破損で、補修をする程度のものを指します。

具体的には、住家全体に占める損害割合が 20％未満のものとされています。 

このうち損害割合が 10％未満のものは「一部損壊（10％未満）」、10％以上 20％未満のもの

は「一部損壊（準半壊）」と区分されます。 

 

※ 住家とは、現実に居住のため使用している建物をいいます。 

 

Q４ 補助の対象となる方 

A４ 次のいずれにも該当する方が対象です。 

① 住宅の所有者又は管理権限を有する者（Q５参照） 

② 自らの資力のみでは住宅の修繕を行うことができない者 

 

Q５ 管理権限を有する者とは 

A５ 管理権限を有する者とは、所有者に代わって補修対象工事の発注を行うことができる者で、

次のような場合が該当します。 

 親が被災住宅を所有しているものの、高齢であるなどの理由により、実質的な管理を子供

に任せている場合 

 夫が所有者であるが、単身赴任のため被災住宅には居住しておらず、妻が実質的な管理を

行っている場合 
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Q６ 現に居住の用に供されている被災住宅とは 

A６ 日常的に生活を営んでいる住宅を本制度の対象としており、居住実態のない空き家や、別に

生活の拠点があるうえで所有されている別荘・セカンドハウスは本制度の対象とはなりません。 

 

Q７ 店舗や社屋など住宅以外の建物は対象となりますか 

A７ 住宅部分がない店舗や社屋は対象外です。 

 

Q８ 併用住宅は対象となりますか 

A８ 店舗等の住宅以外の用途がある場合は、全体の１／２以上が住宅部分である場合が対象とな

ります。この場合、居住の用に供する部分の補助対象工事（Q11参照）が補助の対象となり

ます。 

 

Q９ 賃貸住宅は対象となりますか 

A９ 一般的に、賃貸住宅を経営する貸主は資力があるものと考えられますが、所有者（＝貸主）

が自らの資力のみでは被災した賃貸住宅の補修を行うことができない場合については対象

となります。 

 

Q10 分譲マンションが被災した場合の申請者は 

A10 本制度では、屋根や外壁等を補助対象の部位としていることから、これらは共用部であるこ

とが想定され、管理組合の代表者等が申請することが考えられます。 

一方、管理規約などにより屋根や外壁等が専有部分として扱える場合は、補助対象部分の所

有者が申請することとなりますが、１棟に１回の申請であることからトラブルにならないよう

ご注意ください。 

なお、一般的に、管理組合では修繕負担金等を積み立てているため、資力があるものと考え

られますが、修繕負担金等がない場合は、区分所有者全員の資力に係る申告書が必要です。こ

の場合でも、上限金額は 1棟あたり 30 万円です。 

 

Q11 補助の対象となる補修工事 

A11 対象となる工事は、次のいずれにも該当する工事です。 

① 令和元年９月９日以降に着手したもの（工事が既に完了しているものも対象となります） 

② 損傷した屋根※1又は外壁等※2について耐震性の向上等に資する補修工事※3及びこれに付

帯する工事 

③ 補助対象となる修繕工事に要する費用が 10 万円以上（税込）であるもの 

 

※1 屋根材（破風板・軒裏を含む）の張替等及び関連工事は対象です 

※2 構造耐力上主要な部分（壁、柱、土台、基礎、小屋組等） 

※3 「耐震性等の向上に資する修繕確認書（様式第４号様式）」により確認します（建築士または施工業者によ
る証明が必要） 

 具体的な工事については、別紙１【補助対象工事の例】をご確認ください。 
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Q12 申請の受付期間は 

A12 令和元年 12 月 20 日から令和２年３月 10 日まで受付を行います。 

 

Q13 申請はどのようにすればよいですか 

A13 建築局住宅政策課の窓口に、必要書類をご提出ください。申請に必要な書類は次のとおりで

す。 

① 補助金交付申請書（様式第１号）【申込時】 

□資力に係る申出書（様式第２号）  

□カラー写真（補修工事着手前） …補助対象部分の被災状況がわかるもの 

□修繕工事実施計画書（様式第３号） 

…施工業者等に作成を依頼してください □耐震性の向上等に資する修繕確認書（様式第４号） 

□見積書の写し等（工事の内訳がわかるもの） 

□罹災証明書の写し 
…お手元にない方は消防署へお問合せくださ

い 

【代理申請の場合】 

□委任状（参考様式１） 
 

② 実績報告書（様式第 11 号）【工事完了時】(工事が完了している場合は、①と合わせて提出) 

□領収書の写し    

□カラー写真（補修工事完了後） …補助対象部分の工事完了状況がわかるもの 

③ 補助金交付請求書（様式第 13 号）【補助金請求時】 

 

Q14 様式はどこで手に入れたらよいですか 

A14 市 HP に掲載しています。お近くの区役所広報相談係でも配布しております。 

 

Q15 「資力に係る申出書（様式第２号）」の書き方がわからない 

A15 別紙２【資力に係る申出書（様式第２号）≪記載例≫】を参考に、資力の無い旨の記入をお

願いします。 

 

Q16 写真の撮り方は 

A16 写真はカラーで鮮明に映してください。全景及び補助対象部分（屋根補修等）の被災箇所の

写真が必要です。（別紙３【写真の撮り方】参照） 

 

Q17 写真は何枚必要か 

A17 全景及び補助対象部分（屋根補修等）の被災箇所について、それぞれ１枚以上ご提出くださ

い。 

 

Q18 写真はカラーコピーでもよいか 

A18 カラーコピーでも構いません。また、カラープリントにより印刷した写真でも構いません。 
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Q19 見積書の内容はどの程度まで記載するのか 

A19 補助対象部分の内容が見積もり項目のなかで判別できる記載としてください。（別紙４【見

積書記載例】参照） 

 

Q20 罹災証明書が手元にない場合は 

A20 まずは、住宅がある区の消防署（別紙５【消防署一覧】）にご相談ください。 

 

Q21 「耐震性の向上等に資する補修確認書（様式第４号）」の記載の方法は 

A21 この様式は、施工業者又は建築士に記載していただく必要があります。補助金交付申請書（様

式第１号）の「被災した住宅の部位」について、施工業者又は建築士に耐震性の向上等に資す

る補修工事を実施することを確認してもらった上で、該当箇所にチェック（１ヵ所以上にチェ

ックが必要）していただくようお願いします。 

 

Q22 「耐震性の向上等」とは 

A22 本事業の補助対象となる耐震性の向上等に資する補修工事は次のとおりです。 

① 屋根工事の場合は、従前より軽量の瓦屋材に取り替えることや、従前より強固に屋根材

を固定することなどが該当します。 

② 外壁等の工事の場合は、損傷等が見られる構造耐力上主要な部分（壁、柱、土台、基礎、

小屋組等）を安全の観点から耐震性を評価した上で補修することなどが該当します。 

 
（注）なお、本事業は台風第 15 号等により住宅の被害を受けた方への支援を行うことが目的であ

るため、今回の支援制度に基づく対象工事を行うのみでは、地震に対する安全性が十分に確

保されるものではありませんので、ご留意ください。 

 

Q23 所有者（親）の代わりに子どもが申請手続きすることは可能か 

A23 所有者（親）が補助対象工事を発注する場合は、委任状を作成することで、子どもが代理で

申請手続きを行うことが可能です。申請時に委任状を提出してください。（別紙６【委任状（参

考様式１）】は市ホームページに掲載しています。） 

   なお、所有者（親）に代わって子どもが補助対象工事を発注する場合については、子どもが

管理権限を有する者として申請手続きを行ってください。（Q５参照） 

 

Q24 補助金の交付（支給）方法は 

A24 市からの補助金額確定通知書（様式第 12 号）〈工事完了後に申請をした方は補助金交付決定

兼額確定通知書（様式第 6 号）〉がお手元に届きましたら、同封する補助金交付請求書（様式

第 13 号）に必要事項を記入し、住宅政策課に提出してください（郵送可）。指定の口座に市が

直接支払い（振込み）を行います。 

 



2019/12/19 作成 

 

5 
 

Q25 補修前の写真がない場合は、どのようにすればよいですか 

A25 施工業者に問い合わせて写真がないか確認してください。（通常は、工事施工前の写真を撮

影していることが多いです。） 

 

Q26 申請をしたいのですが、補修工事の施工業者が見つかりません 

A26 次の検索サイトをご覧ください。 

① 「住宅リフォーム事業者団体登録制度」(国土交通省) 

http://www.j-reform.com/reform-dantai/kensaku.php 

② 「住まい再建事業者検索サイト」(国土交通省) 

https://sumai-saiken.jp/ 

③ かながわリフォーム検索 NET 

http://www.machikyo.or.jp/reform/builder/KS/ 

 

Q27 電話でも相談に乗ってくれるのか 

A27 随時電話相談を受け付けます。 

なお、申請手続きを進めるにあたっては、必要書類の作成方法も含めてご説明しますので、

建築局住宅政策課にお越しください。 

 

Q28 振り込み時期について市から連絡はあるのか 

A28 市から連絡は予定していません。補助金交付請求書（様式第 13 号）の提出から１か月を越

えても入金が確認できない場合は、住宅政策課（045-671-2922）にお問い合わせください。 

 

Q29 令和元年台風第 15号および 19号に関する市の支援を教えて欲しい 

A29 市ホームページに掲載しています。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/koho/topics/taifu15-19/ 
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別紙１【補助対象工事の例】 
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別紙１【補助対象工事の例（イメージ）】 
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別紙２【資力に係る申出書（様式第２号）≪記載例≫】 
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別紙３【写真の撮り方】 
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別紙４【見積書記載例】 
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別紙５【消防署一覧】 
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別紙６【委任状（参考様式１）】 

 


